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〔事例 2〕 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

高すぎるキャンセル料の対応 
結婚式場の説明会に行き、当日契約をした

ら割引になると言われて契約をした。だが

２軒目の式場の方が良かったので、翌日、

キャンセルを伝えると、予約金30万円を

払うように言われた。約款では契約成立後

のキャンセル料は予約金30万円となって

いた。ほとんど何もサービスを受けていな

いのに 30 万円も払うことに納得できな

い。 

〔事例 1〕 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

高齢者や障がい者などの 

判断能力低下を悪用したセールス 
実家に帰省した時、母が自作絵画の出展契

約や画集作成等の契約を複数していること

がわかった。契約書を整理してみたら、契

約数は３社９件、総額約450万円もの契約

だった。母によると、美術展への出品や画

集の出版をしてくれたというが、判断力が

不足しており記憶が定かでない。 

家に来訪しての契約と電話に 

よる勧誘のようである。 

消費者契約法とは… 

消費者と事業者が結んだ契約（買い物や訪問販売など）全てが対象です。 

悪質なセールスなど、事業者に不適切な行為があった契約は取り消せます。 

ところが、上記のような事例は、現在の消費者契約法では、まだまだ対応

できていません！ 

 

キャンセル料は

予約金の30万円

になります 

えっ！ 

すばらしい作品

です。ぜひ画集を

作りましょう 総額約 450 万円

もの契約！！ 

昨日の契約を

キャンセルし

たいのですが 
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〔事例 1〕 

「つけ込み型勧誘への取消権」 

高齢者、若年成人、障害者等の知識・経験・

判断力の不足など、消費者が合理的な判断

をすることができない事情を不当に利用

して、事業者が消費者を勧誘し契約を締結

させた場合に、消費者が取消できるように

することが必要です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

現在の消費者契約法に加えて、 

「つけ込み型勧誘への取消権の新設」 

「平均的な損害額についての規定の新設」 

が必要です！ 
 

〔事例 2〕 

「平均的な損害額について」 
キャンセル料を争う場合などで、「平均的

な損害額」の立証に必要な資料は主として

事業者が保有しており、消費者にとって損

害額を立証することは困難な場合が多い

です。 

平均的な損害額の立証に関する推定規定

を新設することが必要です。 

 

取消権があってよかった！ 

平均的な損害額の立証が

できてよかった！ 
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